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基本施策：確かな学力を身に付けるための教育内容・方法の充実

基本的考え方：自ら課題を発見し解決する力、他者と協働するためのコミュニケーション能力、物事を多様な観点から論理的に考察する力の育成を重視

【主な取組】ＩＣＴの活用等による新たな学びの推進

・ＩＣＴの積極的な活用等による指導方法・指導体制の工夫改善を通じた協働型・双方向型の授業革新を推進

・実証研究の成果を広く普及すること等により、地方公共団体等に学校のＩＣＴ環境整備を促す

情報通信技術を活用した学び推進

我が国の方向性

国際的な(OECD)動向

第２期教育振興基本計画（Ｈ２５．６月閣議決定）→世界トップの学力水準を目指す

→コンピュータを使用した問題解決能力を測る
調査に移行

○16歳から65歳の成人を対象として、社会生活において成人に求められる能力のうち、読解力、数的思考力、ＩＴを活用した問題解決能力の３分野
のスキルの習熟度を測定するとともに、スキルと年齢、学歴、所得等との関連を調査。

○２４カ国・地域において約15.7万人が参加。日本は約5,200人が参加（今回が初めての実施）

児童生徒の学習到達度調査（PISA： Programme for International Student Assessment ）

→パソコンを使用したコンピュータ調査により実施
（紙での調査を希望した者等には紙で実施）

国際成人力調査（PIAAC： Programme for the International Assessment of Adult Competencies）

○義務教育修了段階の１５歳児（高校１年生）を対象に知識や技能を、実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを評価。
○2012年調査では65カ国・地域が参加。日本は191校、約6400人が参加。

日本はICT調査を受けなかった者の割合が高い
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教育の情報化が目指すもの

次の３つの側面を通じた教育の質の向上

「教育の情報化ビジョン」（平成２３年４月）より

課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて，必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処理・
創造し，受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力
■ 課題や目的に応じた情報手段の適切な活用
■ 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・創造
■ 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達

Ａ 情報活用の実践力

情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と，情報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善するた
めの基礎的な理論や方法の理解
■ 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解
■ 情報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解

Ｂ 情報の科学的な理解

社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し，情報モラルの必要性や情
報に対する責任について考え，望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度
■ 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響の理解
■ 情報モラルの必要性や情報に対する責任
■ 望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度

Ｃ 情報社会に参画する態度

情報教育

子どもたちの情報活用能力の育成

教科指導における情報通信技術の活用

情報通信技術を効果的に活用した、分かりやすく深まる授業の実現等

校務の情報化

教職員が情報通信技術を活用した情報共有によりきめ細やかな指導を行うことや、校務の負担軽減等

「学びのイノベーション事業」
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【教育】

総務省と連携し、一人一台の情報端末や電子黒板、無線LAN等が整備され
た環境の下で、教科指導や特別支援教育において、ＩＣＴを効果的に活用して、
子供たちが主体的に学習する「新たな学び」を創造する実証研究を実施

学びのイノベーション事業 （平成23～25年度）

デジタル教科書・教材の開発

 ＩＣＴを活用した指導方法の開発

教科指導等におけるＩＣＴ活用の効果・影響の
検証

（主な取組内容）

学習への関心・意欲を高める学び

画像を拡大したり書きこみながら分
かりやすく説明し、学習意欲を高める

学習内容のイメージを深める動画等
を視聴し、授業への関心を高める

子供たちが教え合う学び
（協働学習）

一人一人の能力や特性に
応じた学び（個別学習）

つながり、
広がる学び

特別な支援を要する
子供の可能性を高める学び

個々の障害の状態に応じた学習
（タブレットＰＣを用いた文字のな
ぞり書き）

遠隔地の企業との交流授業により、
学習内容への理解とコミュニケー
ション能力を高める

取材内容を写真と文章でまとめ、
情報収集力と表現力を高める

画面上で図形を拡大・回転しながら、
各自で思考を深める

デジタル教科書を使った英単語の発
音練習により個々に学習を進める

図形を画面上で拡大・回転させながら
話し合い、互いに考えを深め合う

各自の考えを電子黒板に転送し、
多様な考えを一瞬で共有できる

各自の考えを発表し、話し合うこと
で学習内容への理解を深める

情報通信技術（ICT）が実現する新たな学び

・ 中学校(８校) ・ 特別支援学校(２校)・ 小学校(10校)

（実証校）
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２１世紀にふさわしい学びを実現するためには、学習者用デジタル教科書・教材、各種アプリケーショ
ン、これらの管理・運用システムなど、学びに有効な様々なシステムが密接に連携した学習環境を構築
する必要がある。そのため、学習者用デジタル教科書・教材等に求められる機能は次のとおりである。

１学習者用デジタル教科書

教科書の内容とデザインを含
むデジタルデータ

デジタル教科書コンテンツを扱
うために情報端末上で稼働す
るプログラム

◆学習者用デジタル教科書は、次により構成される。

①デジタル教科書コンテンツ

②デジタル教科書ビューア

⇒

⇒

◆デジタル教科書コンテンツとデジタル教科書ビューアは独立し
たものとし、デジタル教科書ビューアは各教科・出版社のデジ
タル教 科書コンテンツを扱うことが可能。

２デジタル教科書コンテンツ

◆形式は、電子書籍の国際標準に準拠する。
◆学習内容に応じた表示（固定、リフロー）が可能。
◆検索、コピー、読み上げ等に対応できるよう文字データを持つ。
◆教科書の内容に加え、テキスト、画像、音声、動画、シミュ
レーション等のインタラクティブコンテンツ、リンクなどを持つ。

◆ルビ、画像等のタイトルや解説、数式等の読み上げデータを
持つ。

◆学習指導要領に示される各教科の内容との対応などの共通
メタデータを持つ。

◆様々なコンテンツ間（他の教科や学年のデジタル教科書コン
テンツなど）での相互参照が可能。

３デジタル教科書ビューア

◆電子書籍の国際標準に準拠したコンテンツを扱うことが可能。
（縦書・横書文章、リンク、画像、音声、動画等）

◆一般的な電子書籍ビューアの持つ機能を有する。
（読み上げ、白黒反転、ルビ、字幕、拡大・縮小、フォントの変更等）

◆アノテーション機能を有する。
（マーキング、手書き、付箋、リンク等）

◆学習用デジタル文具の機能を有する。
（定規、分度器、コンパス等）

４学習記録データ

◆学習書用デジタル教科書を利用した児童生徒の学習の過程・成果
は、「学習記録データ」として記録され、利用できる。

５学習者用デジタル教科書の管理・運用

◆ユーザ情報の管理・認証、学習記録の保存、学習者用デジタル教科
書の配信等を行うサーバなどにより、管理・運用を行う。

◆学習者用デジタル教科書や各種アプリケーションは、個人の情報
端末でも公共の端末でも利用できるように、サーバ（ネットワーク）に
接続した状態と接続していない状態の両方での利用 に対応する。

６学習者用デジタル教科書と連携する各種アプリケーション

◆学習者用デジタル教科書と表現・協働学習等の各種アプリケーション
の間で、データ交換を可能とする。

4学習者用デジタル教科書・教材等の機能の在り方について（概要）（案）
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教育の情報化の展開（イメージ） 5

クラウド技術の活用の特長

低コスト化 大容量化 情報の共有・共用化

○初期投資・維持コストの低廉化
○コンテンツの配信・利用が容易
○多種・多様な端末への対応 等

○多様なコンテンツの蓄積
○学習履歴等の蓄積・活用
○教材の作成・蓄積 等

○学校・家庭間の連携
○学校間の連携
○多様なコンテンツの利用 等

○デジタル教科書・教材（学習履歴の内容を含む）

○プラットフォーム仕様（校務との連動を含む）

○セキュリリティポリシー
○アクセスビリティ 等

教育効果

教員の
指導力の向上

標準化の推進
ICT環境の
整備推進

○教科・ICT環境毎の指導方法の蓄積・共有
（協働学習・個別学習・家庭学習等）

○研修内容・体制の充実
○指導力の的確な把握
○教材の充実 等

○計画的な整備方針・体制の構築
○構築ノウハウの取得
○教員・保護者等関係者間の連携
○情報管理体制の構築 等

教育の情報化の展開に向けた取り組み

検証・反映

連動した実行



ICTを活用した新たな学びの推進

成果指標等の策定
（小・中学校６校）

⇒ＩＣＴを活用した教育効果
の明確化

情報通信技術を活用した教育振興事業(2.9億円)

指導方法の開発
（小・中学校２０校）

研修モデルの開発
（６地域）

⇒教員のＩＣＴ活用指導力
の向上方法

デジタル教材の標準化等

⇒情報端末及びデジタル教材
等に求められる機能の整理、
ルールの策定等

先導的な教育体制の開発(３地域）

⇒総務省と連携し、学校間、学校・
家庭が連携した新しい学びを推進
するための先導的な教育体制の研
究開発

先導的な教育体制構築事業(1.2億円)

文
部
科
学
省

教育委員会

成果指標の設定 指導教材の作成 研修モデルの構築効果的なＩＣＴ利活用

大学・企業等

OS,デジタル教材
会社等が連携

デジタル教材等の制
作・流通の促進

○デジタル教材等の利用
促進やフォーラムや研修
会等における支援

企業などと連携・協力
し、その取組を支援ICTを活用した教育の全国化に向けた課題を整理

今後の普及・展開（全国展開への裾野を拡大）
ICTを活用した効果の明確化、デジタル教材の活用や企業等との連携により、各教育委員会のICT
環境整備状況や教員のICT活用指導力の状況に対応した新たな学びを推進し、確かな学力の育成に
資する授業革新への取組を促進

○教育の情報化を推進す
る措置（平成26年度予定額
1,67８億円）
・環境整備（ＰＣ、電子
黒板、無線ＬＡＮ）

・ＩＣＴ支援員の配置
・学習ソフトウェア等の
整備 等

ＩＣＴを活用した新たな学び 地方交付税の活用

Ｈ２６予定額：４．１億円（２．６億円） 6



事業イメージ【全国３地域（１地域４校程度）】

文部科学省

家庭

研修実施

指導事例

教育委員会

研究推進委員会

総務省

学校間が連携した教育体制様々な学校種 学校・家庭が連携した教育体制

システム開発・実証

民間企業等

検証データ等

総務省と文部科学省が連携し、情報通信技術を活用した新たな学びを推進するため、クラウド等の最先端技術に
よる、学校間、学校と家庭をシームレスにつないだ先導的な教育体制を構築に資する研究を実施（３年間の予定）

教育・学習クラウドプラットフォーム
豊富なデジタル教材
（HTML5コンテンツ）

標準化

学校間
連携支援

学習者
支援

教員
支援

防災拠点
実現

学校家庭
の連携

先導的な教育ＩＣＴシステム

教材、指導実践例、学習活動記録

文部科学省 総務省

先導的な教育体制構築事業（新規：1.2億円） 先導的教育システム実証事業（新規：5.5億円）

異なる学校間及び学校と家庭との連携を深め、新しい学
びを推進するための指導方法の開発、教材・指導実践事
例等の共有 など

クラウド等の最先端技術を活用した、低コストで多種多
様な端末に対応した教育ＩＣＴシステムの実証、普及モ
デルの技術的標準化 など

先導的な教育体制構築事業（先導的教育システム実証事業） 7
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全国のＩＣＴ環境整備状況（平成25年3月1日現在）

② 電子黒板整備率（整備台数／普通教室数）【整備目標：100％】

① 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数【整備目標：3.6人/台】

平均値 6.5人/台 （H25.3.1.現在） 平均値 6.6人/台 （H24.3.1.現在） 4.5人/台(最高)

8.2人/台(最低）

３

５

６

７

８

９

４

【昨年度（平均：6.6人／台、最高：4.4人/台、最低：8.3人/台）】

１０

１１

出典：「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省）

昨年度調査からの増加分
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学校のＩＣＴ環境整備等に関する支援について

学校における情報機器等の安定的かつ計画的な整備を促進するため、新たに教育のIT化に向けた環境整備４か年計画
（平成２６年度～平成２９年度）を策定し、単年度1,678億円（４年間総額6,712億円）の地方財政措置を講じる。

平成２６年度事業費 教育情報化の推進：１，６７８億円程度（前年度１，６７３億円）

趣旨 ： 校内ＬＡＮを整備（新設、既設）する際に必要な経費の一部を補助し、学校のＩＣＴ環境の整備促進を図る。
※ 公立学校施設整備費の中で措置（学校施設環境改善交付金）

対象校 ： 公立の小・中学校、中等教育学校、高等学校、特別支援学校

交付金の算定割合： １／３（財政力指数１．００超の地方公共団体は、２／７）
※ 工事費が４００万円以上、３，０００万円までの事業が対象

平成26年度予算案： １９７億円（一般会計）

教育のIT化に向けた環境整備４か年計画：

第２期教育振興基本計画（H25～H29）で目標とされている水準（※１）を達成するために必要な所要額を計上。

※１ 小学校・中学校・高等学校・特別支援学校を対象に、教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数３．６人（※２）、電子黒板・実物投影機を普通教室に１台配
備、超高速インターネット接続率及び無線ＬＡＮ整備率１００％、校務用コンピュータ教員１人１台配備、教育用ソフトやＩＣＴ支援員等を配置。

※２ 各学校に、①コンピュータ教室４０台、②各普通教室１台、特別教室６台、③設置場所を限定しない可動式コンピュータ４０台を整備することを目標として算出。

工事内容：幹線、支線ケーブル（公共ケーブルからの引き込みを含む。）、サーバー、ルーター、ハブ、情報コンセント、ソフト（校内ＬＡＮとして機能するために最低

限必要なものに限る。）等。その他、情報化に対応するため必要となる改造工事（ＯＡフロア、ＯＡ照明等）及び校内ＬＡＮ整備に関する部分の仕上げ材

等の撤去・復旧に要する工事。

１．教育の情報化のための地方財政措置

２．公立学校の校内ＬＡＮ整備について

9

（参考）「義務教育諸学校における新たな教材整備計画」に基づく地方財政措置：８００億円程度（H24～H33）



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

北

海

道

青

森

県

岩

手

県

宮

城

県

秋

田

県

山

形

県

福

島

県

茨

城

県

栃

木

県

群

馬

県

埼

玉

県

千

葉

県

東

京

都

神

奈

川

県

新

潟

県

富

山

県

石

川

県

福

井

県

山

梨

県

長

野

県

岐

阜

県

静

岡

県

愛

知

県

三

重

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和

歌

山

県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広

島

県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿

児

島

県

沖

縄

県

受講した教員の割合（平均値） 28.2％ （H24年度）

98.2％（最高）

研修の受講状況（全校種）

平成24年度中にICT活用指導力の各項目に関する研修を受講した教員の割合（都道府県別）

注）①ICT活用指導力の状況の各項目のうち、Eのみの研修は除く。

②１人の教員が複数の研修を受講している場合も、「１人」とカウントする。

③平成25年3月末日までの間に受講予定の教員も含む。

受講した教員の割合（平均値） 22.2％（H23年度）

9.0％（最低）

【昨年度（（受講した教員の割合）平均：22.2％、最高：46.5％、最低：6.3％）】

昨年度調査からの増加分
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情報通信技術を活用した教育振興事業

ICTを活用した教育の推進に資する実証事業

【予定額】163百万円
◆ＩＣＴを活用した教育の推進を図るための課題を整理
ＩＣＴの活用による教育効果や測定指標の明確化、ＩＣＴを活用した
指導方法の開発、及び教員のＩＣＴ活用指導力向上体制の構築の
ため、以下の実証研究を行う。
①ＩＣＴを活用した教育効果の検証方法の開発
②ＩＣＴの活用が最適な指導方法の開発
③教員のＩＣＴ活用指導力向上方法の開発

情報教育の推進等に関する調査研究
【予定額】33百万円

◆児童生徒の情報活用能力に関する調査の開発・実施
①小中学校における調査結果の分析
②調査問題の解説、指導改善事例をまとめた指導資料の作成、配付
③高等学校段階における情報活用能力の実態把握
・調査問題、質問紙調査等の作成
・予備調査の実施

ＩＣＴを活用した課題解決型教育の推進事業

【予定額】92百万円
＜デジタル教材等の標準化＞87百万円
◆デジタル教材等に求められる機能の整理、ルールの策定
デジタル教材等を多様な情報端末において利用可能とするとともに、デ
ジタル教材等による学習の過程や成果を記録し、それらを活用した学
習活動ができるよう、デジタル教材等に求められる機能の整理、ルール
の策定などを行い、デジタル教材の製作・流通を促進する。

＜情報教育指導力向上支援＞5百万円
◆初等中等教育段階からのプログラムに関する教育の推進

初等中等教育段階からのプログラムの作成に関する指導の実態把握や
指導事例の収集等を通じて、授業で活用できる教員向け指導手引書
を作成するなど、教員の情報教育指導力向上に関する実践的かつ効
果的な取組を支援する。

事業の内容
ＩＣＴを活用した教育の推進を図る上で、教育効果の明確化、効果的な指導方法の開発、教員のＩＣＴ活用指導力の向上方法の確立
が不可欠であり、これらの課題を解決するため実証研究を行うとともに、デジタル教材等の充実や、児童生徒の情報活用能力に関する調査研
究等を実施する。

（ 新 規 ）
平成26年度予定額 288百万円 11
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